









　Diplomatic policies are based on principles of relationship between nations. Wars 
were fought under these principles. The first period is when nation states were 
established （15th-18th c.）. The Second period is when nation states became powers 
during early imperialism （19th c.）. The third is the age of Imperialism （1890-1945）. 
The fourth is the age of the Cold War （1945-1990）. And the fifth is the age of 
Globalization （1990-present）. 
　In the last period all diplomatic activities were executed in relation to USA, the super 
power. USA declared itself the world’s police force. At the same time the principles of 
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nation states have been undermined resulting in armed conflicts.
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させ，サウジ・アラビアも ３ 分の １ 以下にした。しかし東アジア諸国は国防費を増やして
いる。日本は削減することなく，ずっと横ばいを継続する。冷戦は，社会主義国に対する
資本主義体制の防御であるので，防御を課題としていたアメリカと西欧諸国がまずそのた
めの軍備を必要としなくなったといえる。逆に新たな脅威はイスラム圏や民族紛争の存在
する地域にあるので，これらの地域の軍備費は減らない。
　冷戦の終結によって，世界の国家群の中でアメリカは圧倒的軍事的優位に立つ。アメリ
カは軍の編成替えに着手する。「トランスフォーメーション」と呼ばれるものである。長
距離精密攻撃システムが中心になる。「軍事における革命（RMA）」と呼ばれる。
　クリントン政権は世界の警察を自認した。その原理として，民主主義国の支援，国連中
心主義，多国間主義をとっている。トランスフォーメーションと呼ばれるアメリカ軍の軍
事戦略の転換である。アメリカが他の同盟国と協力して世界の安全保障を守ろうとする考
え方である。しかし同時に，1994年 ４ 月にはハイチ，カフカス，ボスニアを攻撃している。
93年 ７ 月にはバクダッドに空爆を行っている。トランスフォーメーションでアメリカ軍が
世界展開をいつでもできる体制を構築しようとしているのである。
　トランスフォーメーションの原理は，安全保障にある。アメリカは，NATO加盟国を
はじめ，世界の多くの国が同盟関係を持っている。想定される敵対国は，ロシア，中国，
イラン，イラク，北朝鮮などである。2000年の状況でアメリカの軍事配備は，非対称的脅
威があること，二つの大規模地域紛争に同時対応できることが，条件である。911テロ以降，
本土防衛ということが，それに加わっている。
　アメリカ軍を中心として世界の秩序を作るということで，世界とアメリカの安全保障は，
「民主主義を促進する」ことで達成されていくという考えである。アメリカとイギリスが
中心になり，世界の警察として機能するということである。
　アメリカの巨大な軍事産業を世界軍事機構が取り込み，そして削減してゆくという道程
は，至難の業であるように思える。アメリカという国は軍需産業がロビー活動などを通じ
て，政府を支えている。少なくとも，銃の保有も含めて武器製造を国家と深く結びついて
いるので，世界軍事機構への加盟を実現するためには国家の役割の再検討が必要である。
国家から軍需産業を切り離すということ，関連の法律やアメリカが州国憲法の改正が不可
欠ではないだろうか。
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【核兵器の時代】
　第二次世界大戦は核の時代の始まりであった。戦後の冷戦は核戦争と表裏の関係を持つ
ようになっている。核を背景とした軍事力の競争の時代があった。核は人類の滅亡につな
がる。第一次世界大戦，第二次世界大戦の悲惨を上回る悲惨をもたらす可能性がある。し
かし，冷戦は核戦争を前提としているから冷戦になったという側面がある。核を使用する
ことへの抑制ということが冷戦という時代の姿であったともいえる。
　プーチンとトランプは核の具体的使用に動いている。単なる抑止力ではなく，小型の核
兵器を開発し，実際に使用しようというものである。核兵器と通常兵器の境目がなくなっ
ていき，核兵器が戦争の道具として具体性を帯びてくる。
【多国間主義と国連主義】
　国際平和に関して国連の役割の強化を願う声がある一方で，国連は使命を終わらせよう
としていると考える人たちも出てきている。新しい世界平和の維持システムが考えられて
もいい時代と感じられている。アメリカが世界の警察を自認し，アメリカがトランスフォー
メーションを実行するということが世界の秩序維持の大きなファクターになっていること
は否めない。その中でアメリカは協力国と国際機関との協力という方向性を持っている。
しかしアメリカそのものが，巨大な軍事産業の上にできていて，戦争を否定する方向には
ないということも留意しておく必要がある。
　時代の変化を捉えるうえで，われわれはより根本的な変化を認識する必要がある。それ
はグローバルゼーションという現実であり，それは国ごとの市民社会を超えたグローバル
市民社会が発生してきていることである。近代の歴史を振り返る時，近代戦争の原因とな
り遂行者は「国家」であった。最終段階として国際連合も，もともと，戦争を遂行した連
合軍の残滓である。
【外交の歴史と戦争廃絶への道】
　19世紀には，様々な同盟が世界の列強の力関係を左右していた。そして，第一次世界大
戦のあと，国際連盟ができて世界戦争への対処としての国際組織という発想ができた。し
かし，その後，第二次世界大戦という未曾有の悲惨を迎えることになった。その反省のも
とに国際連合ができた。反省というのは軍事力が平和には必要であるという結論であった。
抑止力や武力による平和は世界平和につながるという想定である。結論からいうと，この
流れの中に，世界平和を実現する道は開かれない。われわれは新しい時代の中で，自然な
社会の進展の中で，地上から戦争を一掃する道が開かれる時を迎えている。近代の歴史の
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中で，国家が戦争の主体であったということへの反省こそが第一に重要な事柄である。そ
の点を認識することが，戦争を終わらせる道への第一歩である。
【軍需産業の帰属】
　現代の戦争と紛争の原因の最大のものが，武器産業が国家と結びついて巨大産業となっ
ているということであり，武器の輸出が広がっているという事実である。国家と武器産業
の癒着を断ち切ることが必要である。
　武器産業は世界軍事機構のみが扱うことにしなければならない。武器の発注は国家の手
から世界軍事機構の手に移されることが必要である。長期的には，すべての国が世界軍事
機構に加盟する時，ほとんどの武器製造は世界軍事機構のもとに管理される。個人，集団，
国家から武器が消滅するということは，近代社会が成立し，市民社会が形成された時，す
べての武力を国家のみ集約したのと同様に，世界から武器が消えることとなる。世界軍事
機構のみが，武器の管理を独占的に行うことになる。軍事産業はすべて世界軍事機構にの
み帰属しなければならない，ということになる。武器の保有は，世界軍と各国警察の取り
締まりの対象とすべきである。
　1960年代前半は，アメリカは最大の武器輸出国になっている。イギリスの影響力の低下
に代わってアメリカがソビエトの兵器産業に対抗するための武器輸出，海外進出であった。
イギリスの＜ヴィッカーズ＝アームストロング＞はかつて世界の武器市場で最大のもので
あった。戦艦は，1890年頃に始まり，1950年代まで武器市場の最大のものであった。ジェッ
ト機がそれに次ぐ。
　アメリカ合衆国憲法は，基本的人権として武器の保有を認めている。武器が出回ってい
ることを前提とした，規定である。武器を廃棄すれば，このような規定自体が不要となり
意味を持たなくなる。世界軍事機構への加盟と同時のこの条文は改訂されなければならな
い。
【核の廃絶】
　核兵器の廃絶は武器の廃絶の一部である。核兵器は軍事的小国が自国の存立を守りたい
ということから政策である場合が多い。多くの国が安全保障を模索する中で，核兵器が存
在した。その論理は核の抑止力ということである。あるいは核さえ開発すればむやみに戦
争できないということでもある。しかし，これは危険性を増大させる結果になる。
　核抑止力という論理は危険性をはらんでいる。第四次中東戦争でイスラエルは核兵器
を投入して，国土を守ろうとした。ソ連がアラブ諸国に供与したPGM，Precision Guided 
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Munition，精密誘導弾が，イスラエルの空軍および機甲部隊に甚大な損害を与え，イスラ
エルは一時，亡国のうちに追いやられたためである。核は抑止力のために持つわけではな
いのである。あくまで使用が前提なのである。
【核兵器の現状】
　核を廃棄することは，理論物理学者の使命感だけでなく，多くの人々が望むところであ
る。ヨーロッパ連合に，EUROTEMを作ることが大きな目標の一つであったが，不発に
終わっている。EUROTEMは，核の共同管理のための機関である。
　核は広範なものを破壊し，数十万人，数百万人を一瞬に死に至らしめるだけでなく，そ
のあとに死の灰をまき散らす。放射能汚染を蔓延させる。核の攻撃に対して防衛を行う
という発想ができる。SDIはその目的のために生まれた。核戦略防衛構想である。弾道ミ
サイル迎撃システムの構築である。今もその装備が行われているが，核攻撃のほうが簡単
である。弾道ミサイル迎撃システム（ABM）の開発が行われた。アメリカのみならず，欧
州諸国，日本，イスラエル，韓国が，SDI研究に協力をすることが求められた。しかし，
1000発の核ミサイルを発射すれば，防衛することは全く不可能である。10発でも迎撃する
ことは極めて難しい。ということは，SDIは無力であり，無駄であるということになる。
あとがき
　近代国家の成立以来，国家は国家間の戦争を繰り返してきた。それぞれの時代に国家間
のルールがあり，それに基づいて各時代の戦争の必然性が発生していた。この論考は国家
の国際環境の論理の変化，外交の在り方の大枠を捉えるところにある。そのことによって，
グローバリゼーションの時代の戦争の可能性と回避の道を検討することができる。
　この論考は，世界軍事機構を模索する諸論考の一部ともいえる。全体的な考察は，別に
執筆中である。『世界軍事機構――地上から戦争を無くする』という本として出版する予
定である。
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